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国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�

� 11月16日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付�

� 都道府県の条例で定める日

11 2015（平成27年）

国税庁への年金強制徴収の委任　悪質な年金滞納者に対して、厚生労働省が国税庁
へ強制徴収を委任できる制度の委任要件が本年10月に見直され、厚生年金は滞納額が
５千万円以上（従来は１億円以上）に、国民年金は滞納月数が13か月以上（従来は24か
月以上）に引き下げられています。
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11月号─2

　

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
は
、
有

期
契
約
労
働
者
、
短
時
間
労
働
者
、

派
遣
労
働
者
と
い
っ
た
、
い
わ
ゆ
る

非
正
規
雇
用
の
労
働
者
（
正
社
員
待

遇
を
受
け
て
い
な
い
無
期
雇
用
労
働

者
を
含
む
。
以
下
「
有
期
契
約
労
働

者
等
」
と
い
い
ま
す
）
の
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
等
を
促
進
す
る
た
め
に
助
成

さ
れ
る
も
の
で
、
次
の
六
つ
の
コ
ー

ス
に
分
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

①　

正
規
雇
用
等
転
換
コ
ー
ス

②　

多
様
な
正
社
員
コ
ー
ス

③　

人
材
育
成
コ
ー
ス

④　

処
遇
改
善
コ
ー
ス

⑤　

健
康
管
理
コ
ー
ス

⑥　

短
時
間
労
働
者
の
週
所
定
労
働

時
間
延
長
コ
ー
ス

　

こ
こ
で
い
う
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
」

と
は
、
関
連
し
た
職
務
経
験
の
連
鎖

や
職
業
訓
練
等
の
能
力
開
発
機
会
を

通
じ
、
職
業
能
力
の
向
上
が
図
ら
れ

る
こ
と
、
ま
た
、
そ
の
先
の
職
業
上

の
地
位
や
賃
金
等
の
処
遇
の
向
上
等

が
図
ら
れ
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

ま
ず
は
、
全
コ
ー
ス
共
通
の
要
件

に
つ
い
て
触
れ
、
次
に
そ
れ
ぞ
れ
の

コ
ー
ス
の
概
要
を
見
て
い
く
こ
と
と

し
ま
す
。

 

一
　
共
通
要
件

　

支
給
対
象
と
さ
れ
る
の
は
、
次
の

各
要
件
を
満
た
し
た
事
業
主
で
す
。

・
雇
用
保
険
の
適
用
事
業
所
。

・
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
管
理
者
注
１
を
置

い
て
い
る
。

・
対
象
労
働
者
に
対
し
、
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
計
画
注
２
を
作
成
し
、
管
轄

労
働
局
長
の
受
給
資
格
の
認
定
を

受
け
て
い
る
。

・
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
期
間
内
に

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
取
組
を
実
施

し
た
。

注
１　

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
管
理
者

　
　
　

事
業
所
に
雇
用
さ
れ
て
い
る

者
の
中
で
、
有
期
契
約
労
働
者

等
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
取
り

組
む
者
と
し
て
必
要
な
知
識
お

よ
び
経
験
を
有
し
て
い
る
と
認

め
ら
れ
る
者
を
い
い
ま
す
。
事

業
主
・
役
員
が
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
管
理
者
に
な
る
こ
と
も
で
き

ま
す
。

注
２　

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画

　
　
　

有
期
契
約
労
働
者
等
の
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
に
向
け
た
取
り
組

み
を
計
画
的
に
進
め
る
た
め
、

今
後
（
三
年
以
上
五
年
以
内
の

計
画
期
間
）
の
取
り
組
み
イ
メ

ー
ジ
（
対
象
者
、目
標
、期
間
、

目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
取
り

組
み
）
を
あ
ら
か
じ
め
記
載
す

る
も
の
で
す
。

 

二
　
各
コ
ー
ス
の
概
要

㈠
　
正
規
雇
用
等
転
換
コ
ー
ス

①　

概
要
、
支
給
額

　

就
業
規
則
等
に
規
定
し
た
制
度
に

基
づ
き
、
契
約
社
員
、
パ
ー
ト
労
働

者
、
派
遣
労
働
者
等
を
正
規
雇
用
ま

た
は
無
期
雇
用
に
転
換
、
も
し
く
は

直
接
雇
用
し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま

す
。

　

転
換
一
人
当
た
り
の
額
は
次
の
と

お
り
と
さ
れ
、
転
換
内
容
に
応
じ
て

支
給
額
が
異
な
り
ま
す
（
カ
ッ
コ
内

は
大
企
業
）。

・
有
期
→
正
規
：
五
十
万
円
（
四
十

万
円
）

・
有
期
→
無
期
：
二
十
万
円
（
十
五

万
円
）

・
無
期
→
正
規
：
三
十
万
円
（
二
十

五
万
円
）

※
「
有
期
、
無
期
、
正
規
」
と
は

有
期
…
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契

約
を
締
結
す
る
労
働
者
を
い
い

ま
す
。

無
期
…
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契

約
を
締
結
す
る
労
働
者
の
う

ち
、
正
規
雇
用
労
働
者
、
勤
務

地
限
定
正
社
員
、
職
務
限
定
正

社
員
及
び
短
時
間
正
社
員
以
外

の
者
を
い
い
ま
す
。

正
規
…
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契

約
を
締
結
し
て
い
る
労
働
者
で

あ
る
こ
と
、
派
遣
労
働
者
で
は

な
い
こ
と
、
勤
務
地
・
職
務
が

限
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
等
の

い
く
つ
か
の
要
件
を
満
た
す
者

が
該
当
し
ま
す
。

②　

対
象
労
働
者

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
労
働

者
が
対
象
と
さ
れ
ま
す
。

・
雇
用
さ
れ
る
期
間
が
通
算
し
て
六

か
月
以
上
の
有
期
契
約
労
働
者
。

・
雇
用
さ
れ
る
期
間
が
六
か
月
以
上

の
無
期
雇
用
労
働
者
。

・
同
一
の
業
務
に
つ
い
て
六
か
月
以

上
の
期
間
継
続
し
て
労
働
者
派
遣

を
受
け
入
れ
て
い
る
派
遣
先
の
事

業
所
、
そ
の
他
派
遣
就
業
場
所
に

お
い
て
当
該
同
一
の
業
務
に
従
事

し
て
い
る
派
遣
労
働
者
。

・
支
給
対
象
事
業
主
が
実
施
し
た
有

期
実
習
型
訓
練
を
受
講
し
、
修
了

し
た
有
期
契
約
労
働
者
等
。

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

　助
成
金
の
活
用
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※
こ
れ
ら
の
要
件
の
他
に
「
正
規
雇

用
労
働
者
と
し
て
雇
用
す
る
こ
と

を
約
し
て
雇
い
入
れ
ら
れ
た
有
期

契
約
労
働
者
等
で
な
い
こ
と
」
な

ど
の
要
件
が
あ
り
ま
す
。

③　

手
続
き
等

　

転
換
ま
た
は
直
接
雇
用
し
た
対
象

労
働
者
に
対
し
、
正
規
雇
用
労
働
者

ま
た
は
無
期
雇
用
労
働
者
と
し
て
の

賃
金
を
六
か
月
分
支
給
し
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て
二
か
月
以
内
に
申

請
し
ま
す
。

　

な
お
、
有
期
雇
用
か
ら
、
無
期
雇

用
へ
の
転
換
や
派
遣
労
働
者
を
無
期

雇
用
労
働
者
と
し
て
直
接
雇
用
す
る

場
合
は
、
通
算
雇
用
期
間
三
年
未
満

の
有
期
契
約
労
働
者
か
ら
の
転
換
等

で
あ
っ
て
、
基
本
給
の
五
％
以
上
を

増
額
し
た
と
き
に
支
給
対
象
と
な
り

ま
す
。

　

就
業
規
則
等
に
は
、
転
換
の
手
続

き
、
要
件
、
実
施
時
期
を
規
定
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

㈡
　
多
様
な
正
社
員
コ
ー
ス

①　

概
要
、
支
給
額

　

次
の
い
ず
れ
か
の
措
置
を
実
施
し

た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

・
勤
務
地
限
定
正
社
員
制
度
ま
た
は

職
務
限
定
正
社
員
制
度
を
新
た
に

規
定
し
適
用
し
た
場
合
は
、
一
事

業
所
当
た
り
四
十
万
円
（
大
規
模

事
業
主
三
十
万
円
）
。

・
有
期
契
約
労
働
者
等
を
勤
務
地
限

定
正
社
員
、
職
務
限
定
正
社
員
ま

た
は
短
時
間
正
社
員
に
転
換
ま
た

は
直
接
雇
用
し
た
場
合
は
、
一
人

当
た
り
三
十
万
円
（
同
二
十
五
万

円
）
。

・
正
規
雇
用
労
働
者
を
短
時
間
正
社

員
に
転
換
ま
た
は
短
時
間
正
社
員

を
新
た
に
雇
い
入
れ
た
場
合
は
、

一
人
当
た
り
二
十
万
円
（
同
十
五

万
円
）
。

②　

手
続
き
等

・
勤
務
地
限
定
正
社
員
制
度
ま
た
は

職
務
限
定
正
社
員
制
度
を
新
た
に

規
定
後
に
転
換
ま
た
は
直
接
雇
用

し
た
対
象
労
働
者
に
対
し
て
六
か

月
分
の
賃
金
を
支
給
し
た
日
の
翌

日
か
ら
二
か
月
以
内
に
申
請
し
ま

す
。

・
対
象
労
働
者
を
多
様
な
正
社
員
に

転
換
、
直
接
雇
用
ま
た
は
新
規
雇

入
れ
後
六
か
月
分
の
賃
金
を
支
給

し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
二

か
月
以
内
に
申
請
し
ま
す
。

㈢
　
人
材
育
成
コ
ー
ス

　

有
期
契
約
労
働
者
等
に
対
し
、
一

定
の
Ｏ
ｆ
ｆ-

Ｊ
Ｔ
・
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
実

施
し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

　

Ｏ
ｆ
ｆ-

Ｊ
Ｔ
と
は
、
生
産
ラ
イ

ン
ま
た
は
就
労
の
場
に
お
け
る
通
常

の
生
産
活
動
と
区
別
し
て
業
務
の
遂

行
の
過
程
外
で
行
わ
れ
る
（
事
業
内

ま
た
は
事
業
外
の
）
職
業
訓
練
を
い

い
ま
す
。

　

Ｏ
Ｊ
Ｔ
と
は
、
適
格
な
指
導
者
の

指
導
の
下
、
事
業
主
が
行
う
業
務
の

遂
行
の
過
程
内
に
お
け
る
実
務
を
通

じ
た
実
践
的
な
技
能
お
よ
び
こ
れ
に

関
す
る
知
識
の
習
得
に
係
る
職
業
訓

練
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

Ｏ
ｆ
ｆ-

Ｊ
Ｔ
に
対
し
て
は
、
賃

金
助
成
（
中
小
企
業
の
場
合
、
一
人

一
時
間
当
た
り
八
百
円
）
お
よ
び
経

費
助
成
（
訓
練
時
間
、
訓
練
種
類
に

応
じ
十
万
円
か
ら
五
十
万
円
）
が
行

わ
れ
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
に
対
し
て
は
、
実
施

助
成
と
し
て
一
人
一
時
間
当
た
り
八

百
円
（
中
小
企
業
）
が
支
給
さ
れ
ま

す
。

㈣
　
処
遇
改
善
コ
ー
ス

　

有
期
契
約
労
働
者
等
の
基
本
給
の

賃
金
テ
ー
ブ
ル
等
を
二
％
以
上
増
額

改
定
し
、
昇
給
さ
せ
た
場
合
に
助
成

さ
れ
ま
す
（
中
小
企
業
の
場
合
、
増

額
改
定
す
る
対
象
者
の
範
囲
に
応
じ
、

一
人
当
た
り
一
万
五
千
円
ま
た
は

三
万
円
）。

㈤
　
健
康
管
理
コ
ー
ス

　

有
期
契
約
労
働
者
等
を
対
象
と
す

る
「
法
定
外
の
健
康
診
断
制
度
」
を

新
た
に
規
定
し
、
延
べ
四
人
以
上
実

施
し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
（
中

小
企
業
の
場
合
、
一
事
業
所
当
た
り

一
回
の
み
四
〇
万
円
）。

㈥
　
短
時
間
労
働
者
の
週
所
定
労
働

時
間
延
長
コ
ー
ス

　

週
所
定
労
働
時
間
が
二
十
五
時
間

未
満
の
有
期
契
約
労
働
者
等
の
労
働

時
間
を
三
十
時
間
以
上
に
延
長
し
た

場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
（
中
小
企
業

の
場
合
、
一
人
当
た
り
十
万
円
）。

　

こ
の
コ
ー
ス
は
、
社
会
保
険
の
適

用
基
準
（
通
常
の
就
労
者
の
所
定
労

働
時
間
、
所
定
労
働
日
数
の
そ
れ
ぞ

れ
が
四
分
の
三
以
上
）
を
満
た
す
時

間
ま
で
労
働
時
間
を
延
長
し
、
労
働

者
の
能
力
の
さ
ら
な
る
活
用
に
つ
な

げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　

◆　
　
　

◆　
　
　

◆

　

今
回
ご
案
内
し
た
内
容
に
は
、
平

成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の

措
置
と
し
て
、
要
件
の
緩
和
ま
た
は

支
給
額
の
増
額
が
行
わ
れ
て
い
る
も

の
が
あ
り
ま
す
。
手
続
き
時
期
に
よ

り
要
件
や
支
給
額
が
変
更
さ
れ
て
い

る
こ
と
も
あ
り
ま
す
の
で
、
準
備
に

と
り
か
か
る
前
に
最
新
の
情
報
を
都

道
府
県
労
働
局
に
ご
確
認
く
だ
さ
い
。
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　持続可能な医療保険制度を構築するため
の改正法が平成27年５月29日に公布さ
れました。改正事項のうち、給与計算や被
保険者が受ける給付に影響があると思われ
るもののうち一部を取り上げます（今回ご
案内するものはいずれも平成28年４月１
日施行です）。
①　標準報酬月額の等級区分、上限額改定
　健康保険では、保険料や傷病手当金等の
額を算出するにあたり、被保険者が受ける
報酬を基に算出した「標準報酬月額」を用
います。
　現行の上限額は121万円とされていま
すが、３等級区分（127万円、133万円、
139万円）が追加され、139万円が上限額
となります。
②　標準賞与額の上限額改定
　賞与を支払ったときには、賞与額のうち

千円未満を切り捨てた額（標準賞与額とい
います）を用いて保険料を算出します。
　標準賞与額には上限額が設けられてお
り、現行では年度における標準賞与額の累
計額が540万円とされています。この上
限額が引き上げられ573万円となります。
③　傷病手当金の計算方法の見直し
　現行では、「標準報酬月額」の30分の１
相当額（標準報酬日額）を求め、その３分
の２に相当する額が傷病手当金の１日あた
りの支給額とされています。
　改正後は、「傷病手当金の支給を始める
日の属する月以前の直近の継続した12月
間の各月の標準報酬月額を平均した額」の
30分の１相当額を求め、その３分の２に
相当する額が支給されます。
　この改正は、不正受給（例えば、受給直
前の標準報酬月額を高くし、給付額を増や
す）防止等の観点から行われました。
　なお、出産手当金の計算においても、傷
病手当金の計算方法が準用されます。

　平成27年10月１日以降の厚生年金保
険に関する変更点のご案内です。
①　被保険者の資格を取得した月に資格を
喪失し、さらにその月に国民年金の第１
号被保険者となった場合には、厚生年金
保険料と国民年金保険料の両方を納付す
る必要がありました。
　　平成27年10月１日以降は、国民年金
保険料のみを納付し、厚生年金保険料の
納付は不要となりました。該当する被保
険者が在籍していた事業所には、年金事
務所より連絡があります。
②　従来は、昭和12年４月１日以前に生
まれた者は「70歳以上被用者該当届」の
提出が不要とされていましたが、この届
出が必要となりました。届け出た報酬と
年金との合算額に応じて老齢厚生年金の
支給停止の対象となることがあります
（保険料は徴収なし）。
　問い合わせ窓口は年金事務所です。
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健康保険に関する法改正
（平成28年４月施行）

同月中の資格取得・喪失に関
する厚生年金保険料等子
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